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衆議院安全保障委員会ニュース

平成 21.11.26 第 173 回国会第４号

11月 26 日（木）、第４回の委員会が開かれました。

１ 国の安全保障に関する件

・岡田外務大臣、北澤防衛大臣、中井国務大臣（国家公安委員長）及び榛葉防衛副大臣に対し質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

岩 屋 毅君（自民）

・2005 年 12月 29 日に日米間で合意された「日米同盟：未

来のための変革と再編」においては、普天間飛行場移設

に関する検討内容を示した上で県内移設が合意されてお

り、この基本認識については大きく変わり得ないと考え

るが、北澤防衛大臣の見解を伺いたい。

・現在行われている海賊対処行動に対する評価及び今後の

海賊対処の方針に対する北澤防衛大臣の見解を伺いたい。

・防衛計画の大綱及び中期防衛力整備計画の策定時期に関

する北澤防衛大臣の考え方が変わった理由及び平成 22

年度予算編成に向けて策定される防衛大綱に準じた防衛

力整備の方針の決定時期について、北澤防衛大臣に伺い

たい。

佐 藤 茂 樹君（公明）

・普天間飛行場代替施設建設問題に関しては、米国議会に

おいてグアム移転予算を含む軍事建設予算関係法案に係

る両院協議会の協議結果が出る 12 月中旬までに結論を

出すべきではないのか、岡田外務大臣及び北澤防衛大臣

に見解を伺いたい。

・岡田外務大臣は、外務大臣就任直後まで普天間飛行場の

県外・国外移設に言及していたが、何故見解を変えたの

か、その理由について伺いたい。

・インド洋における海自の補給支援活動に関し、違憲性の

有無について岡田外務大臣及び北澤防衛大臣の見解を伺

いたい。

赤 嶺 政 賢君（共産）

・2008 年 12 月に発生した金武町伊芸区における流弾事案

に関し、米側が本年４月に公表した最終報告書で示した

発生日についての認識は現在改められているのか、また、

認識が改められているならば、最終報告書の撤回を求め

るべきではないのか、中井国家公安委員長の見解を伺い

たい。

・我が国から「撤退」することとなる米海兵隊部隊の移転

経費まで我が国が負担する必要はないのではないのか、

岡田外務大臣の認識を伺いたい。

・対等な日米関係を築き、真に沖縄の負担軽減を果たすた

めには、米軍への施設・区域の無償提供を定める日米安

保条約自体を見直す必要があると考えるが、岡田外務大

臣の見解を伺いたい。

２ 防衛省の職員の給与等に関する法律等の一部を改正する法律案（内閣提出第９号）

・北澤防衛大臣、榛葉防衛副大臣及び楠田防衛大臣政務官に対し質疑を行い、質疑を終局しました。

・赤嶺政賢君（共産）が討論を行いました。

・採決を行った結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。

（賛成－民主、自民、公明、社民、国民 反対－共産）

（質疑者及び主な質疑内容）

中 谷 元君（自民）

・防衛省・自衛隊の職員の特殊性を踏まえ、給与等の処

遇を改善する必要があると考えるが、北澤防衛大臣の

見解を伺いたい。

・防衛計画の大綱及び中期防衛力整備計画の策定を１年

先送りしたことは問題があると認識しているが、北澤

防衛大臣の認識を伺いたい。

・普天間飛行場代替施設建設問題については、国が方針

を決定した後に、地元に理解を求めることが順序と考

えるが、北澤防衛大臣の認識を伺いたい。



本委員会ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。

質疑の正確かつ詳細な内容については会議録を御参照ください。
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福 井 照君（自民）

・今回の法案の内容が給与等を下げる内容となっている

ことを踏まえ、防衛省職員の士気を高める観点から、

北澤防衛大臣の考える国家公務員像について伺いたい。

・転職者の多い防衛省・自衛隊においては、キャリアカ

ウンセラーの導入促進が必要と考えるが、防衛省にお

ける導入状況について伺いたい。

・現在行われている行政刷新会議の「事業仕分け」の判

断基準は間違っていると考えているが、「事業仕分け」

におけるあるべき判断基準について、北澤防衛大臣の

見解を伺いたい。

佐 藤 茂 樹君（公明）

・武器輸出三原則等の武器輸出の考え方は、これまで歴

代政権によって遵守されてきたが、鳩山政権も踏襲し

ていくつもりなのか、北澤防衛大臣の見解を伺いたい。

・「事業仕分け」において廃止と決定された「国際平和協

力センター」建設については、建設を進めるべきと考

えるが、北澤防衛大臣の見解を伺いたい。

・今後も女性自衛官の活用の拡大を図っていくべきだと

考えるが、北澤防衛大臣の見解を伺いたい。また、託

児施設の整備等の女性自衛官の定着率を高めるための

施策について、防衛省に伺いたい。


